
「認定日本語教育機関」及び「登録日本語教員」の活用イメージ （関係省庁との連携）

○新たな法案では、「認定⽇本語教育機関」及び「登録⽇本語教員」を創設し、⽂部科学⼤⾂が外国⼈の⽇本語学習者や、多⽂
化共⽣相談窓⼝を含む地⽅⾃治体・国際交流団体、経済界、関係者に広く周知する制度とする。

○この制度を基に、関係省庁が連携し、認定⽇本語教育機関の情報について地⽅⾃治体や外国⼈を受け⼊れる企業、経済団体等
に広く提供する仕組みを構築し、留学、⽣活、就労の各分野において、⼀定の教育の質が保証された⽇本語教育機関の活⽤を促
進し、適正かつ確実な⽇本語教育の推進を図る（関係省庁で構成する「⽇本語教育推進会議」での決定を予定︓年内⽬途）。

〇在留資格「留学」付与の要件
・法務省令を改正し、認定⽇本語教育機関であることを、在留
資格「留学」による⽣徒の受け⼊れを認める要件とする

〇⽇本語教育機関の認定に関する協議等
・認定基準の作成及び⽇本語教育機関の認定にあたって、法務
省と協議する等関係省庁との連絡協⼒体制を構築

〇在外公館、独⽴⾏政法⼈（国際交流基⾦、⽇本
学⽣⽀援機構等）等を通じた国内・海外発信

・多⾔語でインターネット等を通じて認定⽇本語教育機関の情
報を発信するとともに、在外公館（特に留学⽣担当）や独⽴
⾏政法⼈等を通じて海外で発信し、国が作成したリストを広
く普及する。

留学関係
〇「技能実習」「特定技能」制度における活⽤
・技能実習制度において、優良な実習実施者、及び、監理団体の基準の⼀つである
「地域社会との共⽣」において、認定⽇本語教育機関の活⽤を加点要素とする
⽅向で検討
・特定技能制度の「⼀号特定技能外国⼈⽀援計画」において、「認定⽇本語教育
機関」を義務的⽀援の⽅法の⼀類型として位置づけ。
「事前ガイダンスの提供」において認定⽇本語教育機関の情報を提供

〇地⽅公共団体、国際交流団体、経済団体、企業等との連携に
よる⽇本語学習機会の提供

・「地域⽇本語教育の総合的な体制づくり推進事業」において、認定⽇本語教育
機関との連携を⽀援
・認定機関での活⽤を想定した、教育モデルの開発と⽇本語教師研修の推進
・法務省、厚⽣労働省等の各種会議等で活⽤の周知

〇「認定⽇本語教育機関」の複数⾔語による情報提供
・外国⼈在留⽀援センター（FRESC）との連携

・外国⼈雇⽤サービスセンター、ハローワークでの情報提供

・地⽅⾃治体多⽂化共⽣担当部署での情報提供

・⾼度外国⼈材活躍推進ポータル（JETRO）を活⽤した情報提供
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